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本資料の活用について
　この資料は、本府の小学校（義務教育学校前期課程を含む。以下、小学校という。）・中学校（義務教育学校後期課程を含む。以下、中学校という。）の特別支援学級及び特別支援学校の小・中学部における使用教科書を採択するに当たって、学校教育法附則第９条に規定する教科用図書（以下、附則第９条関係教科用図書という。）を選定する場合の参考事項を、大阪府教科用図書選定審議会の答申に基づき作成したものである。
  附則第９条関係教科用図書のうち、絵本等の一般図書を選定する場合には、原則として、本資料に登載されている図書から行うものとする。
  なお、この資料を活用するに当たっての留意事項は、次のとおりである。
留意事項

１．この資料においては、知的障がい教育の部と視覚障がい教育の部とに分けて、附則第９条関係教科用図書を選定するに当たって、適切と考えられる一般図書（文部科学省検定教科書及び文部科学省著作教科書以外の図書をいう。以下同じ。）を選んで調査し、その調査内容を観点別に記述して選定の際の参考に供することとした。

本資料の知的障がい教育の部に登載されている図書については、知的障がい教育（知的障がいと他の障がいを併せ有する者に対する教育を含む）を行う場合に、児童生徒の障がいの状況に応じ適切な図書を選定するものとする。
知的障がいのない視覚障がい、聴覚障がい、肢体不自由、病弱・身体虚弱、言語障がい、自閉症・情緒障がい児童生徒に対する教育にあっては、文部科学省検定教科書又は文部科学省著作教科書による教育が十分可能であると考えられるが、視覚障がい教育においては、児童生徒の状況により点字版教科書や拡大教科書を使用することとなるため独立した部とした。
２．この資料は、障がいの種別ごとに対応する教育内容を附則第９条に規定する教科用図書として適切なものを提示しているが、児童生徒の教科書の選定にあたっては、本資料のみではなく、文部科学省検定教科書及び文部科学省著作教科書を含め、全体的視点から選定するのが望ましい。
《参考１》
【採択の対象となる教科書】
学校教育法第３４条第１項（同法第４９条、第６２条、第７０条第１項及び第８２条において準用する場合を含む。以下同じ。）及び同法附則第９条に規定するものである。
１．第３４条第１項教科用図書
学校教育法第３４条第１項に定める教科書とは、文部科学大臣の検定を経た教科用図書（以下、検定教科書という。）及び文部科学省が著作の名義を有する教科用図書（以下、文部科学省著作教科書という。）である。
  　なお、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律第１３条第６項によれば、教科書は文部科学大臣から送付される教科書目録に登載されたもののうちから採択しなければならないと規定している。
  　教科書目録には、使用すべき学校及び使用すべき学年が定められている。
  　したがって、特別支援学級及び特別支援学校における教科書についても、教科書目録に定められた学校の、定められた学年の教科書を採択しなければならない。
  　ただし、小学校用及び中学校用の教科書については、すべての種目（教科用図書の教科ごとに分類された単位をいう。以下同じ。）が検定教科書として発行されているが、特別支援学校用の教科書については、一部の種目が文部科学省著作教科書として発行されているにすぎない。
２．附則第９条関係教科用図書
学校教育法附則第９条に規定する教科書は、大別して次のように分類できる。

　（１）　検定教科書及び文部科学省著作教科書であっても、教科書目録で定められた学校の定められた学年以外の児童生徒が使用する場合。
（２）  検定教科書及び文部科学省著作教科書以外の一般図書（絵本等）を教科書として使用する場合。
        　なお、前記の教科書を採択できるのは、次の三つの場合に限られる。

ア　特別支援学校において、所定の（定められた学校の定められた学年の）検定教科書又は文部科学省著作教科書がない場合（学校教育法施行規則第１３５条第２項）
イ  特別支援学校の小学部又は中学部において複数の種類の障がいを併せ有する児童生徒について特別の教育課程を実施し、検定教科書又は文部科学省著作教科書を使用することが適当でない場合（同法施行規則第１３１条第２項）
ウ  小学校又は中学校の特別支援学級で、特別の教育課程を実施し、所定の（定められた学校の定められた学年の）検定教科書を使用することが適当でない場合（同法施行規則第１３９条）

《参考２》
【教科書採択事務取扱いについて】
１．小・中学校用教科書の採択
（１）採択の原則
採択替えの行われる教科書については、都道府県の教育委員会は十分な調査研究を行い、選定資料の作成、配付等により市町村の教育委員会等の採択権者の行う採択事務に対し、適切な指導、助言、援助を行い、市町村の教育委員会等は自ら十分な調査研究を行うとともに、都道府県教育委員会の指導等により適切な教科書の採択を行う必要がある。
（２）特別支援学級で使用する学校教育法附則第９条の規定による教科書の採択
ア  採択の原則
 　　 小・中学校において、学校教育法附則第９条の規定による教科書の使用が認められるのは、特別支援学級のみである。
  　　学校教育法附則第９条、同法施行規則第１３９条規定により、小・中学校の特別支援学級で特別の教育課程による場合において、教科により当該学年用の検定教科書を使用することが適当でないときは、当該学校の設置者の定めるところにより、他の適切な教科用図書を使用することができる。
  　　この場合にも市町村の教育委員会及び国立、私立の小・中学校の校長は、都道府県教育委員会の指導助言等により、十分な調査研究を行い、適切な教科書の採択に努めることが必要である。
  　　また、特別支援学級においても、検定教科書を使用する場合は、その採択地区内のものと同一のものの採択となる。
イ  学校教育法附則第９条の規定による教科書を採択する場合の留意事項等
①　小学校又は中学校における特別支援学級において特別の教育課程による場合は、特別支援学校の学習指導要領を参考とすることとされており、この場合における教科書の採択については、後述の「２特別支援学校用教科書の採択」の（２）及び（３）の事項を参考に行う。

　　　　②　特別の教育課程を編成し、教科により当該学年用の検定教科書を使用することが適当でない場合には、原則として、下学年用の検定教科書又は特別支援学校用の文部科学省著作教科書を採択することが望ましい。
③　知的障がい者のための特別支援学級における教科書の使用の形態は、次のとおりである。
小・中学校(知的障がい特別支援学級)
選定の順　　①　同学年の検定教科書

②　下学年の検定教科書

③　特別支援学校用（小・中学部）文部科学省著作教科書

④　附則第９条関係教科用図書（絵本等の一般図書）
小学校の特別支援学級において特別支援学校用文部科学省著作教科書を使用する場合は、特別支援学校小学部と同様の使用法を原則とし、中学部のものを小学校で使用するような形態は、極めて軽度の知的障がい児童が在籍する学級等を除き、認められない。
  　 　　　 また、中学校の特別支援学級において下学年用として、小学校用の検定教科書を使用する場合には、当該採択地区内の小学校で使用されている教科書と同一のものを使用する。

④　下学年用の検定教科書を使用することが不適当な場合等にあっては、附則第９条関係教科用図書（絵本等の一般図書）を採択することができる。この場合には、次の事項に留意する必要がある。

・児童生徒の障がいの種類・程度、能力・特性に最もふさわしい内容（文字、表現、挿絵、取り扱う題材等）の図書が適切であること。
・可能な限り体系的に編集されており、教科の目標に沿う内容を持つ図書が適切であること（特定の題材又は一部の分野しか取り扱っていない参考書、図鑑類、問題集等の図書は適切でない。）。
・上学年で使用する図書や採択する他教科の図書との関連性も考慮すること。
・価格については、前年度の実績を考慮するなど、高額なものに偏ることのないようにすること。
・別途送付している文部科学省「一般図書契約一覧」を参考にしつつ、それ以外の図書も含めて最も適切なものを採択すること。
⑤　小学校の特別支援学級において、特別支援学校（知的障がい教育）小学部の学習指導要領に準じて教育課程を編成する場合に実施する「生活」の教科に係わる教科書については、２の（３）のカと同様に取り扱うことができる。
２．特別支援学校用教科書の採択
（１）採択の原則

ア  小・中学部用教科書の採択
①　特別支援学校の小・中学部用教科書については、小・中学校用教科書と同様に採択替えが行われる。したがって、採択替えのない年度にあっては、学校教育法附則第９条の規定による教科書を除き、前年度採択した教科書と同一のものを採択しなければならないこと。
②　特別支援学校の小・中学部用教科書は、一部の教科について文部科学省著作教科書が発行されているが、大部分の教科については文部科学省著作教科書も検定教科書も発行されていないため、当該教科については、学校教育法附則第９条の規定による教科書を採択することができる。また、複数の種類の障がいを併せ有する児童生徒について特別の教育課程による場合で文部科学省著作教科書を使用することが適当でない場合には、当該学校の設置者の定めるところにより、他の適切な教科書を採択することができること。（学校教育法附則第９条、同法施行規則第１３１条第２項）
　　　　

　　　　学校教育法附則第９条の規定による教科書については、毎年度採択替えを行うことができるが、特別支援学校で使用する教科書については、一人ひとりの児童生徒の障がいの状況に配慮した特別な教育課程による場合もあるため、採択に当たっては、都道府県立学校の場合は都道府県の教育委員会が選定審議会の意見を聞いて、その他の場合は採択権者が都道府県の教育委員会の指導、助言等を受けて、それぞれの十分な調査研究を行い、適切な教科書を採択する必要がある。
　　　

イ  高等部用教科書の採択

　　　　特別支援学校の高等部で使用する教科書については、現在のところ、文部科学省著作教科書も検定教科書も発行されていないため、教育課程について十分検討のうえ、高等学校用検定教科書等の適切な教科書を採択する必要がある。
　（２）文部科学省著作教科書を採択する場合の留意事項等
　　　

文部科学省著作教科書については、特別支援学校の小学部、中学部及び高等部の学習指導要領に規定するところにより特に必要があって、学年の目標・内容を下学年の目標・内容に代える場合においては、当該児童生徒が属する学年よりも下の学年用の教科書を採択することが認められている。　

（３）学校教育法附則第９条の規定による教科書を採択する場合の留意事項等
ア　特別支援学校（知的障がい者を教育する場合を除く）の小・中学部における各教科の目標及び各学年の目標、内容は小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領に示すものに準ずることとなっているため、小・中学部用教科書として学校教育法附則第９条の規定による教科書を採択する場合は、検定教科書を採択することが望ましい。
イ　視覚支援学校小学部及び中学部の弱視者の国語の教科については、児童生徒の状況に応じて検定教科書もしくは文部科学省著作の点字版の教科書から採択することができる。
ウ　視覚支援学校小学部及び中学部において文部科学省著作の点字版の教科書が発行されていない種目については、教科書として適切な点字版図書を採択することができる。
エ　聴覚支援学校の小学部及び中学部の国語の教科については、文部科学省著作の「言語指導」又は「言語」の教科書のほかに、小学校又は中学校用の国語の検定教科書（下学年使用の場合は、小学部の低学年では絵本等）を併せて採択することができる。
オ　特別支援学校において肢体不自由者を教育する場合、知的障がいのある者については、学習指導要領により各教科の特例が定められ、その目標、内容は知的障がい者を教育する場合の各教科の目標、内容に準じたものであるため、この複数の種類の障がいを併せ有する児童生徒に対する教科書の採択に当たっては、知的障がい者に対する教科書の採択に準ずることが適当である。
カ　知的障がい者を教育する特別支援学校等の小学部及び小学校特別支援学級の「生活」の教科については、必ずしも１種目の教科書を限定することなく、「生活」の教科の内容により、必要に応じ従前と同様に、教科の主たる教材として適切な教科書を採択することができる。
キ　知的障がい者を教育する特別支援学校等において検定教科書の下学年用を使用することが不適当な場合等にあっては、絵本等の一般図書を採択することができる。この場合には、採択に当たって、１の（２）のイの④に掲げた事項に留意する必要がある。
（４）訪問学級における教科書の採択
　　　児童生徒の心身の発達の状況、健康状態及び学習環境（病院・施設・家庭等）等の状況に応じ、前述の各項のうち該当する項に示すところにより、最も適切な教科用図書を選定する必要がある。

《参考３》
　特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２９年６月告示）

　　　https://www.mext.go.jp/content/20200407-mxt_tokubetu01-100002983_1.pdf
知 的 障 が い 教 育 の 部
知的障がいと他の障がいを併せ有する者に対する教育を含む

知的障がい教育の部
（知的障がいと他の障がいを併せ有する者に対する教育を含む）
　
 　 １．基本的な考え方
（1） 特別支援学校及び特別支援学級においては、文部科学省著作教科書（特別支援学
校用）又は部科学省検定教科書を使用する（下学年用の使用も含む）ことが適当

でない場合には、下記２．に設ける基準によって選定した一般図書の中から適切

な教科用図書を採択することができる。
（2） 視覚障がい、聴覚障がい、肢体不自由、病弱・身体虚弱、言語障がい、自閉症・
情緒障がいを主な障がいとする児童生徒のうち、知的障がいのあるものについて、

効果的な教育を進めるため、上記（１）の採択方法をとることができる。
   　２．選定に当たっての基準的事項
○ 一人ひとりの児童生徒の障がいの状況、特性に適応していること。

○ 系統性があり、年間を通じて学習できるものであること。
○ 適切なさし絵、写真などを多く取り入れ、内容の理解を助けるため効果的に編集          されていること。
○ 内容がよく精選され、しかも一部に偏ることなく、活用の度合いが高いこと。
（1） 取扱い内容について

特別支援学校（知的障がい教育）小学部・中学部学習指導要領に示されている

各教科の目標が達成されやすい内容であること。

（2） 人権の取扱いについて 

人権尊重についての配慮がなされていること。

（3） 内容の程度について

心身の発達の状況に適応し、できるだけ経験領域が広められ、身近な生活に関

する内容が多く盛り込まれていること。
（4） 組織・配列について

さし絵、写真、図表等が豊富で親しみやすく、内容の理解を助けるように効果

的に組織・配列されていること。
（5） 分量について

         　  年間の指導計画に応じて、全体の分量が適当であること。
（6） 創意工夫について

教科用図書としてみたとき、児童生徒の学習上、創意工夫がなされていること。
（7） その他


